
 

議案第107号 

令和７年度朝来市一般会計補正予算（第９号）について 

 令和７年度朝来市一般会計補正予算（第９号）を別冊のとおり定めるものとする。 

令和７年12月19日提出 

朝来市長 藤 岡  勇  

提案理由要旨 

令和７年度朝来市一般会計の現計予算額（現在、議会上程中の予算案を含む。）は、

２４,０９７,１００千円ですが、これに７９,４００千円を追加し、歳入歳出の総額

をそれぞれ２４,１７６,５００千円とするものです。 

補正の内容は、「「強い経済」を実現する総合経済対策」を踏まえ、物価高の影響

が長期化する中で、特に、その影響を強く受けている子育て世帯への支援として、児

童手当受給者に対し、対象児童１人当たり２万円を支給する物価高対応子育て応援手

当支給事業を追加しようとするものです。 

この財源は、国庫支出金の追加により措置し、併せて繰越明許費の追加１件をし

ようとするものです。 



（単位：千円）
補 　正

予算額 国県支出金 地方債 その他 一般財源
民

生

費

物価高対応子育て応援手
当支給事業

79,400 79,400 0 物価高対応子育て応援手当等の追加

計 79,400 79,400 0 0 0

令和７年度一般会計補正予算（第９号）の内容

款 事　　　　　　　　項
補 正 予 算 額 の 財 源 内 訳

説　　　　　　　明
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   令和７年度朝来市一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和７年度朝来市一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７９,４００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２４,１７６,５００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

 出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用すること

ができる経費は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

令和７年12月19日提出 

 

兵庫県朝来市長 藤 岡  勇  



国庫支出金15 2,577,357 79,400 2,656,757

国庫補助金2 1,017,490 79,400 1,096,890

歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 24,097,100 79,400 24,176,500

第１表　歳入歳出予算補正

歳　入
(単位：千円)

款 項 補正前の額 補　正　額 計

‐2‐



民生費3 6,034,877 79,400 6,114,277

社会福祉費1 4,010,597 79,400 4,089,997

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 24,097,100 79,400 24,176,500

歳　出
(単位：千円)

款 項 補正前の額 補　正　額 計

‐3‐



第　２　表　　繰　越　明　許　費　補　正

　追　　加

款 項

民 生 費 社会福祉費

限 度 額事 業 名

物価高対応子育て応援手当支給事業
千円

3,654
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補 正 予 算 説 明 書 



歳入歳出補正予算事項別明細書

１　総　括

国庫支出金１５ 2,577,357 79,400 2,656,757

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 24,097,100 79,400 24,176,500

‐5‐

(歳　入) (単位：千円)

款 補正前の額 補　正　額 計



民生費３ 6,034,877 79,400 6,114,277 79,400 0 0 0

歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 24,097,100 79,400 24,176,500 79,400 0 0 0

(歳　出) (単位：千円)

款
補　正　額　の　財　源　内　訳

補正前の額 補　正　額 計 特　　　　　　　定　　　　　　　財　　　　　　　源
一　　般　　財　　源

国　県　支　出　金 地　　　方　　　債 そ　　　の　　　他

‐6‐ ‐7‐



目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

２　歳　入

‐8‐ ‐9‐

１５款 国庫支出金
２項 国庫補助金 (単位：千円)

 2 民生費国庫補助金 250,175 79,400 329,575  1 社会福祉費補 79,400 物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金 79,400

助金

計 1,017,490 79,400 1,096,890

１５款　国庫支出金



補正前の額 補　正　額
補　正　額　の　財　源　内　訳 節

目 計 特　　定　　財　　源 説　　　　　　　　　　　　　明
一般財源 区　　　　　分 金　　額国県支出金 地　方　債 そ　の　他

３　歳　出

‐10‐ ‐11‐

３款 民生費
１項 社会福祉費 (単位：千円)

 6 福祉給付費 782,911 79,400 862,311 79,400  3 職員手当等 506

10 需用費 410

11 役務費 484

18 負担金補助及 78,000

び交付金

32 物価高対応子育て応援手当支給事業 79,400

国庫支出金 　01 物価高対応子育て応援手当支給事業 79,400

　　　 時間外勤務手当 506

　　　 消耗品費 300

　　　 印刷費 110

　　　 通信費　郵便 242

　　　 手数料 242

　　　 物価高対応子育て応援手当 78,000

計 4,010,597 79,400 4,089,997 79,400 0 0 0

３款　民生費



0 0

職員手当
の内訳

区　分
休日勤務
手当

夜間勤務
手当

補正前 0 580 52,220 529,855

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手当

補正後 0 580 52,220 529,855

宿日直手当 管理職手当

比　較 0 0 0 0

93,726

比　較 0 0 0 0 0 0 506

3,371 94,232

補正前 37,573 26,610 10,866 26,241 3,371

通勤手当
単身赴任
手当

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

補正後 37,573 26,610 10,866 26,241

0 506

※（　）は、暫定再任用短時間勤務職員数を外数で記載

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当

404,485 2,629,412

比　較
0
（0）

0 506 0 506

404,485 2,629,918

補正前
303
（14）

1,241,870 781,042 202,015 2,224,927

補正後
303
（14）

1,241,870 781,548 202,015 2,225,433

給　料 職員手当
その他の手

当
計

(人)

区　分
職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　計 備　考

ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位　千円)

798,288 0

比　較 0 0 0 0 0 0 0

補正前 0 0 580 52,220 0

補正後 0 0 580 52,220 0 798,288 0

0 506

職員手当
の内訳

区　分
休日勤務
手当

夜間勤務
手当

宿日直手当 管理職手当
管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手当

補正前 37,573 29,286 10,866 29,543 0 3,371 99,158

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

補正後 37,573 29,286 10,866 29,543 0 3,371 99,664

通勤手当

比　較 0 0 0

単身赴任
手当

0 0

506 0 506

※（　）は、暫定再任用短時間勤務職員数と第1号会計年度任用職員数の計を外数で記載

職員手当
の内訳

区　分 扶養手当 地域手当 住居手当

3,354,551 573,754 3,928,305

比　較
0
（0）

0 0 506 0

3,355,057 573,754 3,928,811

補正前
348
（398）

705,799 1,375,652 1,060,885 212,215

補正後
348
（398）

705,799 1,375,652 1,061,391 212,215

合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当

その他の
手当

計

２　一般職

（１）　総括

区　分
職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費

(人)

(単位　千円)

補　　正　　予　　算　　給　　与　　費　　明　　細　　書

－12－



その他の増減分 506

その他の増減分 0

職員手当 506

制度改正に伴う増減分

昇給に伴う増加分 0

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備考

給　料 0

給与改定に伴う増減分

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位　千円)

－13－


